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※本推定課税制度は 2015 年末に廃止されました。2016 年 8 月現在、すべての課税事業者は申告納税

制度（実態課税制度）に登録することとされており、推定課税制度に新規登録することはできませ

ん。 

 

 

 

【免責条項】本マニュアルで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任において誤使用

ください。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本マニュアルで提

供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロ及び執

筆者は一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。

 

推定課税制度の概要 
（個人事業者向け） 

2015年 3月 

独立行政法人 日本貿易振興機構 ビジネス展開支援課 

ジェトロ・プノンペン事務所 
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ご利用上の注意 

1. 本マニュアルでは事業活動に基づき推定課税制度下の納税者に分類される事業

者向けに、税務登録、税務申告、納税や実務的な論点を含む法規制と納税義務

について扱っています。  

2. 本マニュアルの目的は、カンボジアにおいて推定課税制度が適用される納税者

に関する税制と納税義務について、基本的な理解と情報を読者に提供すること

です。  

3. 本マニュアルの内容や本マニュアルに関連して提供される文書の正確性と完全

性について、表明や保証を示すあるいは含意するものではありません。   

4. 本マニュアルで取り扱われている事項について行動を起こす際には、事前に外

部専門家のアドバイスを得ることをお勧めします。 

 

免責条項 

本マニュアルに記載されたアドバイスは、本マニュアルの作成時点でのカンボジアの

法令と実務及び上記の状況に基づいて提供されています。法令は将来においてあるい

は遡及的に改正されることがあります。さらに、法令は関連当局によって不統一な解

釈あるいは適用がなされることがあります。 

特別な手配がなされない限り、将来の法令改正や規制当局の実務の変更は本マニュア

ルには反映されません。最新の状況はその都度、専門家にご確認ください。 
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1- 税法と課税制度の概要 

カンボジアにおける税制に関する主な法令は 1997 年 1 月に国会で成立した税法です。

経済財政省は 1997 年税法におけるいくつかの規定を明確化するため、2000 年に利益税

に関する省令（Prakas）を発行しました。その後、改正税法が 2003 年 3 月に成立し利

益税に関する改正省令（Prakas）が 2003 年 12 月に発行されました。 

 

カンボジア税法では 3 種類の課税制度が定められています。 

 実態課税制度 (Real Regimes) 

 推定課税制度 (Estimated Regimes) 

 簡易課税制度 (Simplified Regimes) 

しかし、実務上は簡易課税制度は適用されておらず、実態課税制度（申告納税制度）

と推定課税制度のみが適用されています。  

 

課税制度毎に納税者に対し課される納税義務は異なります。実態課税制度が適用され

る納税者に対する主要な税制は主に上述の税法により規定されています。一方で、推

定課税制度が適用される納税者に対する主要な税制は当初、1994 年と 1995 年の財政法

により導入され、その後 1997 年税法の第 86 条により税率などいくつかの改正がなさ

れました。 

 

実態課税制度が適用される納税者は事業の状況に応じてプノンペン都又は州の税務署

(Municipal/Provincial Tax Branch)あるいは大規模納税者局(Department of Large Taxpayers)

に税務申告書を提出し税金を送金します。一方で、推定課税制度が適用される納税者

は事業所の所在地の税務署で税務申告書を提出し税金を納付します。  

個人事業主を除くすべての事業者には実態課税制度が適用されます。個人事業主であ
っても税法に規定された収益基準や事業の種類といった要件に該当する場合は実態課
税制度が適用されます。当該要件、基準は以下のとおりです。 

 収益基準： 

a) 連続する 3ヶ月間における収益が次の金額以上である事業者1。 

物品の販売及び混合供給：125 百万リエル（約 31,250 US ドル） 

サービスの提供：60 百万リエル（約 15,000 US ドル） 

政府との契約：30 百万リエル（約 7,500 US ドル） 

（混合供給とは物品の販売とサービスの提供の両方を行う事業者が物品の
販売とサービスの提供を合わせて行うことを言います。） 

b) 連続する 3 ヶ月間の初めにおいて、上記 a)の収益基準に該当することが合
理的に見込まれる事業者。 

                                                      
1 税法では「事業者」という用語を使っていますが、実際にはこれらの要件は「個人事業主」のみに適用

されます。 
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c) 年間収益が次の金額以上である事業者。 

物品の販売及び混合供給：500 百万リエル（約 125,000 US ドル） 

サービスの提供：250 百万リエル（約 62,500 US ドル） 

 事業の種類：輸入者、輸出者又は QIP 事業者である個人事業主。 

 新規事業者：事業許可の申請書に記載された情報に基づく推定収益額や事業の種類
が上述の実態課税制度の要件に該当する場合 

上述の実態課税制度の要件に該当しない他の事業者は他の課税制度の対象となります。 

 

従って、税法における一般的な事柄として、推定課税制度の適用範囲は上述の実態課

税制度の要件を満たさない個人事業主に限られます。実務上、これには商店や屋台と

いった小規模な営業活動が含まれます。 

 

さらに、推定課税制度の要件を満たさない個人事業主（収益額が上述の基準値以上で

ある場合など）は、推定課税制度から実態課税制度に切り替え、実態課税制度におい

て要請される税金の申告と納付を行うよう税務当局から指導されることがあります。 

 

 

2- 推定課税制度における税務登録義務 

税法上、実態課税制度又は推定課税制度が適用される事業者は経済活動の開始から 15

営業日以内に税務当局に登録する必要があります。 

 

それに加え、税務登録と情報更新義務に関して最近経済財政省が省令（Prakas）

No.1139（2014 年 10 月 9 日付）を発行し、その後 GDT 通知 No.3388（2014 年 10 月 20

日付）も発行されました。 

 

Prakas にはカンボジアにおいて経済活動を行うすべての法人、ビジネス団体、個人事

業主（実態課税制度と推定課税制度の両方）に適用される経済財政省による税務登録

に関する新たな要請事項が記載されています。 

 

「経済活動」という用語は、営利を目的としているかどうかを問わず、事業を行って

いるあるいは効用を得るために物品又はサービスを他者に提供する又は提供しようと

する永続的又は季節的な活動を行っている法人・個人の活動のことを指します。 

 

Prakas によれば、推定課税制度の対象となるすべての事業者は、経済活動の開始又は

商業省、関連省庁・機関での登録の認可から 15 営業日以内に税務当局に登録し、税務

ID 番号（Tax Identification Number, TIN）を取得しなければなりません。税務登録は税

務当局での直接登録又は租税総局のウェブサイトでの電子登録2により行うことができ

ます。 

 

                                                      
2 2015 年 2 月時点では、電子登録システムは準備中です。 
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さらに、付加価値税に関する Sub-Decree により、次の要件に該当する課税物品・サー

ビスの供給を行う事業者は付加価値税の登録をする必要があります。 

 会社、輸入者、輸出者、投資会社（QIP 事業者） 

 連続する 3ヶ月における物品販売収益が 125 百万リエル（約 31,250 US ドル）

を超える納税者 

 連続する 3 ヶ月におけるサービス提供収益が 60 百万リエル（約 15,000 US ド

ル）を超える納税者 

 30 百万リエル（約 7,500 US ドル）を超える政府との契約を実行する納税者 

付加価値税登録は事業の開始時点で（実務上は TIN の登録と同時に）又は納税者が課

税事業者となってから 30 日以内に行わなければなりません。 

 

しかし、通常は推定課税制度の対象となる事業者は付加価値税登録の要件に該当しま

せん。従って、税務当局での TIN の登録のみが必要となります。 

 

以下の表に推定課税制度が適用される事業者の税務登録義務に関するPrakasの主なポ

イントを示します。 

 

登録義務 推定課税制度 

登録の期限、場所、条件  経済活動の開始又は商業省、関連省庁・機関での

登録の認可から 15 営業日以内 

 税務署での直接登録又は電子登録

（www.tax.gov.kh） 

 税務署への出頭は求められないが、登録フォーム

の記入と様々な必要書類の添付が必要 

 登録証明書と認可レターについて公式手数料

20,000 リエル（約５ US ドル）がかかる 

必要書類  関連当局から発行された証明書（該当あれば） 

 関連当局から発行されたライセンス（該当あれ

ば） 

 カンボジアの IDカード又はパスポート（認証コ

ピー3） 

 権利証又は事務所賃貸契約書（認証コピー） 

 不動産税の納付又は不動産の情報の確認レター

（認証コピー） 

 3 ヶ月以内に撮影した写真 2 枚、35mm×45mm サ

イズで裏面に署名   

登録認可の所要日数  1 から 7 営業日（電子登録） 

 7 から 10 営業日（税務当局での直接登録） 

                                                      
3 実務上はコピーに個人事業主の印を押印します。 
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変更事項の税務当局への通知

／登録 

 住所、法的形態、名称、事業目的、取締役・税務

責任者、事業主の変更から 15 営業日 

支店証明書の申請と認可の所

要日数 

 税務当局で直接申請又は電子申請 

 認可の所要日数は上記と同じ 

2014年11月1日以前に登録済み

の納税者による登録情報の更

新 

 情報を更新し新たな税務登録証明書と認可レター

を取得する必要がある 

 公式手数料 10,000リエル（約 2.5 US ドル）がか

かる 

上述の省令（Prakas）No.1139は2014年10月9日より有効です。省令（Prakas）No.1004（2011年11月30日

付）は廃止されます。 

 

当該 Prakas によれば、税務当局での登録は比較的わかりやすいプロセスとなっていま

す。また、Prakas は税務当局が事業者に税務登録認可レターを発行する際の所要日数

を示しています。 

 

このことにより事業者は所要日数を正確に知ることができます。以前は税法や税務当

局が所要日数を明らかにしていなかったため、税務登録の認可は遅れがちでした。そ

れにも関わらず、実際には、この登録プロセスには時間がかかったり税務署員が長引

かせたりする可能性があり、プロセスを促進するためには事業者側からフォローアッ

プする必要があります。 

 

税法と Prakas が要請する税務当局での登録を怠った場合には、税法第 128条及び第 133

条の規定により税務当局からペナルティ（実態課税制度では 2 百万リエル（約 500 US

ドル）、推定課税制度では 500,000 リエル（約 125 US ドル））が科されることがある

ため留意が必要です。また、税法第 103 条、第 116 条及び第 117 条並びに付加価値税

に関する Sub-Decree の第 9 条及び第 11 条の規定による強制的な税務登録や課税決定の

対象ともなり得ます。 
 

 

3- 課税所得／税率／税務申告 

3.1 導入  

推定課税制度での主な税目は以下の３つです。 

 利益税 

 売上税 

 パテント税 

推定課税制度の納税者は毎月、税務当局に指定された日に推定利益に対する税金を支

払う必要があります。推定利益に対する税金の金額は 3 ヶ月、6 ヶ月又は 1 年間の間、

一定となります。 

 

さらに、推定課税制度の納税者は、税務上は完全な体系（通常の体系）に従った会計

帳簿を保持する義務がありません。そのため、推定課税制度の納税者の会計記録やそ
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の他の書類は、重要な情報源であるにも関わらず、推定課税利益を決定するものでは

ありません。推定利益の金額は事業の確認と納税者あるいはその代理人との協議を経

て税務当局により決定されます。 

 

推定利益は納税者と税務当局の双方が署名する合意書（申告書）に記載されるものの、

それは納税者との交渉の結果によるものではなく、税務当局が様々な要素（仕入、一

般経費、給与や事業主による現預金の引き出し、物品の自家消費、事業主とその家族

の生活状況など）を考慮して推定した金額です。各事業活動の識別のためのいくつか

の要件に基づいて、税務当局は収益水準を査定しまた事業の種類や形態に応じた利益

率を適用して推定利益を計算します。 

 

上述の通り、推定課税事業者の課税所得は税務当局により事業の種類に基づき決定さ

れます。税務当局は課税所得を決定するための手続きを有していると考えられますが、

その内容は公にされていません。 

 

また、推定課税所得の計算の基礎に関する情報は税法では明らかにされておらず、税

務当局により決定されています。この点について、税務当局は推定課税制度における

課税利益や税率、申告書について説明するガイダンス書類を持っています。次のセク

ション以降でその要点について記載します。しかし、税務当局は課税所得の決定や適

用税率、税務申告・納税の頻度等に関して、このガイダンス書類を必ずしも一貫して

適用しないかもしれないという点に留意すべきです。 

 

3.2 利益税（Tax on Profit, ToP） 

 

3.2.1 課税利益 

 

推定課税制度における課税利益は事業から獲得された推定純利益です。税務署員は事

業から獲得された総収益に利益率を乗じてその利益を計算します。 

 

上述したように、推定課税制度の納税者には完全な会計帳簿体系を保持する義務があ

りません。従って、推定課税制度の納税者の会計記録やその他の書類は推定課税利益

の金額の決定にあたり実際の意味を持ちません。 

 

3.2.2 総収益 

 

総収益には以下のものが含まれます。 

 

 事業取引の成果（事業キャピタルゲイン） 

 事業取引以外の取引により獲得された不動産、金融資産、投資資産からのキャ

ピタルゲイン 

 金融取引、投資取引からの収入 

 利息収入、賃貸収入、手数料収入 

    

総収益には以下の非課税所得は含まれません。 
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 未加工のまま販売するか又は習慣的な農作業の延長と言える程度の加工後に販

売するかを問わず、自らが育てた農産物の販売による収益又は利益。なお、加

工、貯蔵、商業的包装といった工業的な手段による活動は習慣的な農作業の一

部とはみなされません。 

 

 税法の規定に基づき利益税を納付した居住者である事業者からの配当金 

 

3.2.3 利益率 

 

利益率は納税者の事業の種類、形態、立地に基づいて算定されます。利益率は事業の

種類毎に設定された上限を超えることはありません。 

 

利益率の上限 

事業の種類 上限利益率 

商業4
 15% 

貴重品及び宝石類の販売 5% 

石油の販売 5% 

飲料（ソフトドリンク）の販売 10% 

アルコール飲料の販売 15% 

手工芸業（材料を自ら調達する場合） 30% 

手工芸業（顧客が材料を提供する場合） 50% 

精米業 15% 

レストランでの物品販売 30% 

建設業（原材料と労働コストを負担する場合） 20% 

建設業（労働コストを負担する場合） 50% 

ホテル業 30% 

運送業 30% 

その他のサービス業 60% 

 

納税者と税務署員は納税者又はその代理人と協議した後、推定利益額を記載した合意

書（申告書）に署名します。合意書に示された推定利益額は納税者との交渉の結果を

示すものではありません。対照的に、それは税務当局が以下のような収集しうる情報

に基づいて推定した概算金額です。 

 

 納税者の事業の種類及び形態 

 仕入 

 一般経費 

 給与 

 現預金の引き出し又は物品の自家消費 

 事業主とその家族の生活状況 

                                                      
4 表に示された他の事業に該当しない事業を含む 



 

Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

 

7 

 

3.2.4 利益税の計算 

 

利益税は 20％を上限とする超過累進税率により計算されます。 

税務署員は次のような月次税額計算式により月次税額を算定します。 

 

月次利益税計算 

月次課税利益（リエル） 税額（リエル） 

0 から 500,000  0 

500,001 から 1,250,000 5%×月次課税利益 － 25,000 

1,250,001 から 8,500,000 10%×月次課税利益 － 87,500 

8,500,001 から 12,500,000 15%×月次課税利益 － 512,500 

12,500,000 超 20%×月次課税利益 － 1,137,500 

 

3.3 売上税(Tax on Turnover, ToT) 

 

売上税は 1994 年財政法により導入され、1995 年財政法により最初の改正がなされまし

た。売上税は事業の種類に応じて様々な税率で課されていました。例えば、マッサー

ジ、バー、レストラン、飲食事業等からの売上に対しては 10％で課税されていました。

当時、売上税は実態課税制度と推定課税制度の両方で適用されていました。 

 

その後、売上税は 1997 年税法により改正されました。この改正の結果、課税供給を行

う実態課税制度の納税者は 1998 年 1 月 1 日に導入された付加価値税を納税することに

なり、売上税の適用対象外となりました。 

 

現在では、売上税は推定課税制度の納税者のみに対し、売上（Turnover）の 2％とし

て課税されています。 

 

3.4 パテント税 

 

パテント税はカンボジアにおいて事業活動を行うすべての事業者に対して課される年

次事業登録税で、毎年 3 月 31 日5までに納税する必要があります。登録時に税務当局か

ら「パテント税証明書」が発行されます。 

事業者が異なる種類の事業を行っている場合は、個々の事業活動毎に「パテント税証

明書」を取得することが求められます。同様に、納税者が異なる都市又は州で事業を

行っている場合は、立地毎に「パテント税証明書」を取得することが求められます。 

 

推定課税制度におけるパテント税の金額は 1994 年及び 1995 年財政法により年間売上

額の水準と事業の種類に応じて以下の表のように規定されています（税務署員によれ

                                                      
5 設立初年度分のパテント税は税務登録時に納税する必要があります。 



 

Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

 

8 

ば、この財政法は推定課税制度におけるパテント税に関して今でも有効とのことで

す）。 

 

パテン
トの等
級 

年間売上額6（リエル） パ テ ン
ト 税 年
額 商業・工業 飲食・ホテルを除く 

サービス業 

1 7,500,000 以下 3,000,000 以下 15,000 

2 7,500,001 から 125,000,000 3,000,001 から 5,000,000 21,000 

3 12,500,001 から 25,000,000 5,000,001 から 10,000,000 27,000 

4 25,000,001 から 30,000,000 10,000,001 から 12,000,000 40,000 

5 30,000,001 から 37,500,000 12,000,001 から 15,000,000 60,000 

6 37,500,001 から 50,000,000 15,000,001 から 20,000,000 90,000 

7 50,000,001 から 62,000,000 20,000,001 から 24,800,000 140,000 

8 62,000,001 から 75,000,000 24,800,001 から 30,000,000 180,000 

9 75,000,001 から 100,000,000 30,000,001 から 40,000,000 240,000 

10 100,000,001から 1,000,000,000 

売上高の 1000 分の 1 の金額が
税額に加算 

40,000,001 から 400,000,000 

売上高の 1000 分の 2.5 の金額
が税額に加算 

 

 

 

3.5 納税と税務申告書の提出 

 

推定課税制度が適用される納税者は「推定課税制度の売上税及び利益税の税務申告書」

と呼ばれる月次税務申告書を記入し、毎月税務当局に指定されたときに税務当局に提

出し納税する必要があります。税金は税務署員に現金で直接支払うか又は指定された

税務当局の銀行口座へ振り込みます。税法では納税期限は示されていませんが、税務

署員に口頭で確認したところ、通常は毎月月末までに支払うことが求められるようで

す。 

さらに、実態課税制度と異なり、推定課税制度の納税者は申告書提出と納税の後に税
務当局から正式な税務調査を受けることはありません。しかし、税務署の口頭での説

                                                      
6 実務上は上述の 3.2.2 における税務当局による総収益の概算額が参照されうる。 
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明によれば、税務署は 3 ヶ月、6 ヶ月あるいは 1 年毎に税務署員を送り納税者の収益額
を再査定することがあります。 

 

税務署から提供された税額計算の説明は以下の通りです。 

 

商業活動 推定収益（Turnover）：5百万リエル/月＝60百万リエル/年 

 

- 売上税：5百万リエル×2％＝100,000リエル 

 

- 課税利益：5百万リエル×15%＝750,000リエル 

 

- 利益税：750,000リエル×5%－25,000リエル＝12,500リエル 

 

- 合計月次納税額：100,000リエル＋12,500リエル＝112,500リエル 

 

- 年間パテント税：140,000リエル 
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ចំនួននិេយាជិ ្របាក់ែខសរ 

ៃថ�ឈ�ួល្របចំែខ ផ�ដី ែដលសហ្រគាសបានជួលេដម្បីេធ�អជ “ ភា �ប់កិច�សន្” 

អគ�នាយកដ �នពន� 
ៃន្រកសួ ងេសដ�កិច� និ ហិរ��វត�ុ 
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ក.ព័ត៌មានទក់ទងនឹងសហ្ 

ខ. សកម�ភាពអជីវក 

គ. មេធ្យោបាយអជី

្រពះរជាណាច្រក 
ជាត  សសនា ្រពះមហ 

លខិិត្របក 
អករេលផលរបរ និង ពន�េល្របាក់ចំេ “ របបេម ៉ក ”

 

េឈ�   __________________________________________________________________________________ 

េឈ�ះ ហ្រគ __________________________________________________________________________ 

អសយដ �នកបអជីវកម� ឬទីស� ក់ករ  េលខ ________ ផ�ូវ ________ ្រក�ម_______ ភូម ិ______________ 

ឃំុ/សង �ត _____________ ្រក�/្រស�/ខណ�  _________________  េខត�/រជធា __________________  

ទូរសព� _______________ ទូរសរ_______________ សរេអឡិច្រត�ន _______________________ 

អសយដ �នច“ ករណីប�ូរទីកែន�ង ” េលខ __________ ផ�ូវ _________ ្រក� ________ ភមូ ិ_________________ 

ឃំុ/សង �ត _____________ ្រក�ង/្រស�ក/ខ  _________________  េខត�/រជធា __________________  

អសយដ �នស� ក :េលខ __________ ផ�ូវ _________ ្រក� ________ ភមូ ិ_____________________________ 

ឃំុ/សង �ត _____________ ្រក�ង/្រស�ក/ខ  _________________  េខត�/រជធា __________________ 
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ឡាយជាធរមាន ្របសិនេបព័ត៌មានណាមួយមានករែក 

េធ�េន________,ៃថ�ទី ____ ែខ ______ ឆា�  _____ 

ហត�េលខ

ផលរបរសេ្រមចប

រយៈេពលពី ______________ ដល់ ________________ 

ករលក _____________________________________ 

េសវ _______________________________________ 

ស្រមាប់ម�ន�ីពដ 

ផលរបរ ______________ កំណត់ស្រមារយៈេពល ______ “អចពន្យោបន�រហូតដលកកំណត់ពន�ជាថ�” 

អករេលផលរប ____________________ ចំេណញគតិពន� _________________________________ 

ពន�េល្របាក់ចំេ _________________ សរុប្រត�វបង ___________________________________ 

ម�ន�ីទទលបន�ុក _____________________ កលបរិេ ច� ___________________________________ 

ង.       

ឃ. 

ផលរបរបា ៉ន់ស  

រយៈេពលពី ______________ ដល់ ________________ 

ករលក _____________________________________ 

េសវ _______________________________________ 

付録１- 税務申告書フォーム

申告書
推定課税制度の
売上税及び利益税

事業者の情報

事業内容

事業の方式

従業員数 給与総額
月間賃借料

売上高 推定売上高

販売
サービス

販売
サービス

期間 期間

税務署使用欄
申告場所 日 月 年

署名



េធ�េន________, ៃថ�ទី _____ ែខ ______ ឆា� _______

ករពិនិត្យេលេសចក�ី្រ

និង ករពិភាក្សោជាមួយអ 

( បង �ញកំណត់េហតុ្រត�តពិនិត្យផលរបរជាក់ែស�ងដល់ទីកែន�ង្របកបអ 

ឬ ឯកស ពត័៌មានេផ្សងៗែដលអចេធ�ជាមូល ដ�នេដម្បីកំណត់ផលរបរគិ 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

 

េយាបល់អជីវ                               ម�ន�ីពន�ដ

េយាបល់ និង ករសេ្

申告内容のレビュー
及び納税者との協議

申告場所 日 月 年

納税者コメント 税務署員

コメント及び決定



付録１- 税務登録申請書
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